


ｱｲｿﾄｰﾌﾟ法令集(I)

-放射線障害防止法関係法令-

〔放射線障害防止法令の改正の歴史等〕

A.昭和32年の法律の制定から平成13年までの法令改正及び関係法令の概要

について　i

B.平成14年以降の法令改正の概要について　vii

【法律】

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律(昭和32年6月10日

法律第167号)　1

【施行令】

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行令(昭和35年9

月30日政令第259号)　47

【施行規則】

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則(昭和35

年9月30日総理府令第56号)　65

【省令】

・登録認証機関等に関する規則(平成17年6月1日文部科学省令第37号)　189

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則の規定に

基づく記録の引渡し機関に関する省令(平成21年3月31日文部科学省令

第14号)　231

【告示】

・放射線を放出する同位元素の数量等を定める件(平成12年10月23日科学

技術庁告示第5号)　241



・密封された放射性同位元素であって人の健康に重大な影響を及ぼすおそれ

があるものを定める告示(平成21年10月9日文部科学省告示第168号)　317

・講習の時間数等を定める告示(平成17年7月4日文部科学省告示第95

号)　322

・教育及び訓練の時間数を定める告示(平成3年11月15日科学技術庁告示

第10号)　324

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則の規定に

基づく記録の引渡し機関に関する省令の規定に基づき記録の引渡し機関を

指定した件(平成22年3月29日文部科学省告示第54号)　324

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則の規定に

基づきﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾃﾞｨｽｸの記録の方式等を定める件(平成11年3月29

日科学技術庁告示第1号)　325

・電磁的方法による保存をする場合に確保するよう努めなければならない基

準(平成10年4月24日科学技術庁告示第4号)　326

・放射性同位元素等の工場又は事業所における運搬に関する技術上の基準に

係る細目等を定める告示(昭和56年5月16日科学技術庁告示第10号)　328

・放射性同位元素等の工場又は事業所の外における運搬に関する技術上の基

準に係る細目等を定める告示(平成2年11月28日科学技術庁告示第7号)　330

・荷電粒子を加速することにより放射線を発生させる装置として指定する件

(昭和39年4月9日科学技術庁告示第4号)　351

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行令第12条第1

項第3号の放射性同位元素装備機器を指定する告示(平成17年7月4日

文部科学省告示第93号)　351

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則第10条第

2項の工場又は事業所を定める告示(平成17年6月1日文部科学省告示

第77号)　352

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則第12条第

2項に規定する工場又は事業所を定める件(平成3年11月15日科学技術

庁告示第12号)　352

・変更の許可を要しない軽微な変更を定める告示(平成17年6月1日文部

科学省告示第81号)　353

・使用の場所の一時的変更の届出に係る使用の目的を指定する告示(平成3

年11月15日科学技術庁告示第9号)　353

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行令第1条第4

号の薬物を指定する告示(平成17年9月13日文部科学省告示第140号)　354

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行令第1条第5



号の医療機器を指定する告示(平成17年6月1日文部科学省告示第76

号)　354

･表示付認証機器とみなされる表示付放射性同位元素装備機器の認証条件を

定める告示(平成17年6月1日文部科学省告示第75号)　355

・設計認証等に関する技術上の基準に係る細目を定める告示(平成17年7月

4日文部科学省告示第94号)　356

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録認証機関として

登録した件(平成17年9月22日文部科学省告示第141号)　358

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録認証機関に係る

登録事項を変更する件(平成20年6月12日文部科学省告示第93号)　358

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録認証機関に係る

登録事項を変更する件(平成24年4月9日文部科学省告示第77号)　358

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録検査機関として

登録した件(平成17年9月22日文部科学省告示第142号)　359

・放射【生同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録検査機関に係る

登録事項を変更する件(平成20年6月12日文部科学省告示第94号)　359

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録検査機関に係る

登録事項を変更する件(平成24年4月9日文部科学省告示第78号)　359

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録定期確認機関と

して登録した件(平成17年9月22日文部科学省告示第143号)　360

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録定期確認機関に

係る登録事項を変更する件(平成20年6月12日文部科学省告示第95号)　360

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録定期確認機関に

係る登録事項を変更する件(平成24年4月9日文部科学省告示第79号)　360

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録運搬物確認機関

として登録した件(平成17年9月22日文部科学省告示第144号)　361

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録運搬物確認機関

に係る登録事項を変更する件(平成24年4月9日文部科学省告示第80号)　361

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録資格講習機関と

して登録した件(平成17年11月22日文部科学省告示第161号)　362

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録資格講習機関と

して登録した件(平成17年11月15日文部科学省告示第160号)　362

往放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録資格講習機関に

係る登録事項を変更する件(平成18年2月21日文部科学省告示第23号)　362

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録資格講習機関と

して登録した件(平成17年12月13日文部科学省告示第173号)　363

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録資格講習機関に

係る登録事項を変更する件(平成18年12月20日文部科学省告示第151号)　363

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録資格講習機関と

して登録した件(平成20年2月12日文部科学省告示第9号)　363



･放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録資格講習機関に

係る登録事項を変更する件(平成24年4月9日文部科学省告示第82号)　364

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録定期講習機関と

して登録した件(平成17年9月22日文部科学省告示第145号)　365

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録定期講習機関と

して登録した件(平成17年12月13日文部科学省告示第172号)　365

･放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録定期講習機関に

係る登録事項を変更する件(平成20年6月12日文部科学省告示第97号)　366

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録定期講習機関に

係る登録事項を変更する件(平成24年4月9日文部科学省告示第83号)　366

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録試験機関として

登録した件(平成17年12月13日文部科学省告示第174号)　367

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録試験機関に係る

登録事項を変更する件(平成20年6月12日文部科学省告示第96号)　367

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の規定により登録試験機関に係る

登録事項を変更する件(平成24年4月9日文部科学省告示第81号)　367

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則の規定に基づく記録の引

渡し機関に関する省令の規定に基づく記録の引渡し機関の名称を変更する件(平成24年

4月9日文部科学省告示第76号)　368

【命令】

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第62条第2項第1

号に規定する担保金の提供等に関する命令(平成8年7月10日総理府.

運輸省令第3号)　369

【通知】

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則の一部を

改正する総理府令及び関係告示の施行について(通知)(平成4年3月26

日科学技術庁原子力安全局放射線安全課長)　373

・放射線発生装置使用施設における放射化物の取扱いについて(通知)(平

成10年10月30日科学技術庁原子力安全局放射線安全課長)　379

・液体ｼｿﾁﾚｰﾀｰ廃液の焼却に関する安全管理について(平成11年6月

1日科学技術庁原子力安全局放射線安全課長)　382

・国際放射線防護委員会の勧告(1CRPPub.6O)の取り入れ等による放射線

障害防止法関係法令の改正について(通知)(平成12年10月23日科学技

術庁原子力安全局放射線安全課長)　385

・放射性同位元素の輸出確認証の交付要領について(通知)(平成24年3月

30日文部科学省科学技術･学術政策局原子力安全課放射線規制室長)　403

・医療機関において調剤されるPET検査薬等の取扱いについて(通知)



(平成17年9月28日文部科学省科学技術.学術政策局原子力安全課長

厚生労働省医政局指導課長)　409

・｢放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則｣及び

｢放射性同位元素又は放射性同位元素によって汚染された物の工場又は事

業所の外における運搬に関する技術上の基準に係る細目等を定める告示｣

の一部改正等について(平成19年1月11日文部科学省科学技術.学術政

策局原子力安全課長)　410

【事務連絡】

・PET廃棄物の規制緩和に係る放射線障害防止法関係省令等の改正につ

いて(平成16年3月25日)　415

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の一部を改正す

る法律及び関係法令の施行について(平成17年6月)　417

・放射線障害防止法施行規則の改正等について(平成21年10月)　459

・放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の一部を改正す

る法律並びに関係政令,省令及び告示の施行について(平成24年3月)　475

【関係法令】

・原子力基本法(昭和30年12月19日法律第186号)　491

・原子力委員会及び原子力安全委員会設置法(抄)(昭和30年12月19日法

律第188号)　493

・放射線障害防止の技術的基準に関する法律(昭和33年5月21日法律第

162号)　494

・放射線審議会令(昭和33年5月21日政令第135号)　496

・核燃料物質,核原料物質,原子炉及び放射線の定義に関する政令(昭和32

年11月21日政令第325号)　497

・核原料物質,核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律(抄)(昭和32年

6月10日法律第166号)　498

・核原料物質,核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令(抄)(昭

和32年11月21日政令第324号)　499

・放射線を発散させて人の生命等に危険を生じさせる行為等の処罰に関する

法律(抄)(平成19年5月11日法律第38号)　500

・外国為替及び外国貿易法(抄)(昭和24年12月1日法律第228号)　501



・輸出貿易管理令(抄)(昭和24年12月1日政令第378号)　501

・輸入貿易管理令(抄)(昭和24年12月29日政令第414号)　502

・輸入割当てを受けるべき貨物の品目,輸入の承認を受けるべき貨物の原産

地又は船積地域その他貨物の輸入について必要な事項の公表(抄)(昭和

41年4月30日通商産業省告示第170号)　502

・輸出貿易管理令別表第2の21の項の規定に基づき経済産業大臣が告示で定

める廃棄物を定める件(抄)(平成15年11月21日経済産業省告示第381

号)　503

・輸出貿易管理令別表第2の21の2の項の規定に基づき,経済産業大臣が告

示で定める放射性同位元素を定める件(平成17年12月15日経済産業省告

示第334号)　503

放射線障害防止法関係見出索引　505
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